東京大学信託法講義（2008.11.18）
信託業と信託業規制
社団法人信託協会

折原　誠

はじめに
Ⅰ　信託業の現状

1． 信託業務取扱機関（別表「信託業務取扱機関」参照）
· 信託兼営銀行

· 信託会社

· その他

2． 信託業務の概況

（1） 取扱機関別受託財産残高（別表「受託財産残高表」参照）
（2） 機能別受託財産残高（「日本の信託　2008」５頁参照）
3． 信託業務の分類

（1） 当初信託財産による分類（別表「営業信託の分類」参照）
（２）金銭の信託の分類（別表「金銭の信託の分類」参照）
4． 民事信託・商事信託と適用される法律の関係（別表「信託の分類と適用される法律」参照）

Ⅱ　信託業の発展と法整備
１．英米

· 英国における二重のユース＝信託

· 19世紀に入り、乱用があり、1893年受託者法制定→2000年受託者法

· 英国に源を発した信託制度は、その後米国に移植され、会社組織の営業信託として発展。

当初、ボストンを中心とするニューイングランド地方での民事信託

米国における産業構造の変化（農業・商業→製造業）に伴う資金需要の大幅増加に対応する銀行制度の未成熟―これを補完する役割として信託会社が登場

· 1822年　ニューヨークの農民火災保険貸付会社

· 1830年　ニューヨーク生命保険信託会社

· 1853年　合衆国信託会社

· ２０世紀に入り、州法銀行の信託業務解禁、1913年国法銀行にも信託業務解禁

· 1916年　FRB　レギュレーション　F公布

· 1962年　OCC　レギュレーション　９公布

· 1996年　レギュレーション９改正

· 1999年　グラム・リーチ・ブライリー法（金融制度改革法）の制定

· 2000年　統一信託法典採択

（米国の信託業の状況）
　　信託財産の90％以上は、個人信託ではなく、商事信託。

　・個人信託：遺産の処理（遺言執行人、遺産管理人）生前信託、後見人業務等

　・商事信託：年金信託、投資信託（ミューチュアルファンド、不動産投資信託、石油・ガスロイヤリティ信託）、資産の流動化、信託証書法上の信託、法規制遵守確保用信託（原子炉信託、保険関係規制遵守・履行確保信託）

２．日本

· 1900年（明治33年）日本興行銀行法中に「信託」の文字。

· 1905年（明治38年）担保付社債信託法制定

富国強兵、殖産興業政策に基づく産業界への豊富な資金供給を行うための社債発行・株式募集の容易化のため信託が用いられる。

　　・ 1906年（明治39年）東京信託株式会社設立

・ 1921年（大正10年）には、488社となる。（弱小信託会社＝実質は貸金業者）

· 1922年（大正11年）信託法・信託業法制定

　　財閥系信託会社（大正13年　三井信託、14年安田信託、住友信託、昭和2年　三菱信託等）

· 1943年（昭和18年）兼営法制定

· 1948年（昭和23年）信託会社の信託銀行への転換

· 1951年（昭和26年）証券投資信託法

· 1952年（昭和27年）貸付信託法

· 1992年（平成４年）金融制度改革法―子会社方式による信託参入

· 1996年（平成8年）金融ビックバン宣言

· 1998年（平成10年）金融システム改革法―会社型投信の導入、資産流動化法

· 2004年（平成16年）信託業法の全面改正―信託会社の登場

· 2006年（平成18年）信託法の全面改正

（信託業務の状況）
　　当初から商事信託が中心で、しかも金銭信託を中心とする金融業中心

　　昭和31年　動産設備信託、33年　証券代行業務、37　年適格退職年金信託、41年　厚生年金信託、44年　従業員持株信託、47　年財形信託、50　年特定贈与信託、52　年公益信託、59年　土地信託

平成4年　実績配当型金銭信託、11年　退職給付信託、13年　確定拠出年金信託、14年　確定給付年金信託

３．わが国信託業の特徴と法改正の意義
（１）わが国信託業の特徴

　　英米：民事信託→商事信託（同時並存）

　　日本：商事信託（金銭信託）中心―金融業として位置づけられる

→成熟社会の進展に伴い民事信託も発展可能性

（2） 法改正の意義

　①　信託法の改正：現代化（民事信託と商事信託を包括的に規定）
　　ⅰ　受託者の義務等の内容の合理化

　　ⅱ　受益者の権利行使の実効性・機動性の向上

　　ⅲ　多様な信託の利用形態の承認

2 信託業法の改正：規制緩和
ⅰ　受託財産規制の撤廃
ⅱ　信託業の担い手の拡大

Ⅲ　信託業と信託業規制

1． 信託業規制法
（1） 一般規制法

1 信託業法
2 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律
（2） 個別規制法

　①　投資信託及び投資法人に関する法律

　②　資産の流動化に関する法律

　③　貸付信託法

　④　担保付社債信託法

２．信託業
（１）信託業

　①　信託業
　　ⅰ　信託業とは、「信託」の「引受け」を行う「営業」をいう。（業法§1－1）

　　・信託の引受け：委託者の信託の設定の意思表示に対してこれを引き受ける旨の意思表示を行い、信託関係を発生させること

　　・営業：「営利の目的」をもって「反復継続」して行うこと。

　②　適用除外

（２）管理型信託業

　　ⅰ　委託者指図型管理信託
　　ⅱ　保存行為型管理信託

３．信託業規制
　　信託業法では、業者と顧客（委託者・受益者）との間の交渉力・情報量の格差から顧客を保護するため、一般私法たる信託法を基礎として、
1 適切な業者を受託者とするための参入基準
2 業者が適切に信託業務を遂行するための行為規制
3 業者が適切に信託業務を遂行しているかをチェックする監督規制
等について規定。

（1） 参入規制（「日本の信託　2008」4頁参照）
1 運用型信託会社
2 管理型信託会社

（2） 行為規制（後述）
（3） 監督規制

1 合併・分割・営業譲渡等の認可

2 立入検査、処分

· 報告、資料徴求、立入検査権

· 業務改善命令権

· 免許取消権、業務停止命令権、取締役等の解任命令権

③　免許、登録の失効等

· 信託会社の解散等による免許、登録の失効

· 監督処分の公告

· 免許取消し等の場合の解任手続

· 信託会社の清算手続きにおける内閣総理大臣の意見等
Ⅳ　行為規制

1． 信託業務の委託（別表「信託事務（信託法）及び信託業務（信託業法）の第三者への委託」参照）
（1） 信託業務の委託が可能な場合

（2） 委託した場合の委託先の責任

（3） 委託した場合の信託会社の責任

2． 信託の引受けに係る行為準則

（1） 禁止行為

1 虚偽の告知
2 断定的判断の提供
3 特別の利益提供
4 元本補てん等

5 その他委託者の保護に欠ける行為

（2） 適合性の原則

（3） 特定信託契約に係る金融商品取引法の準用
（4） 信託契約内容の説明

（5） 信託契約締結時の書面交付

（6） 信託財産状況報告書の交付

3． 信託会社の義務

（1） 善管注意義務
（2） 公平義務

（3） 忠実義務

（4） 分別管理体制等の体制整備義務（別表「分別管理義務」参照）
1 分別管理体制等の体制整備義務

2 その他の体制整備義務

4． 信託財産に係る行為準則（別表「新信託法における忠実義務の規律」参照）
（1） 禁止行為
1 信託財産に損害を与える条件での取引
2 不必要な取引

3 情報利用取引

4 その他信託財産に損害を与え、又は信託業の信用を失墜させるおそれのある行為

（2） 利益相反行為の禁止

1 自己取引
2 信託財産間の取引

3 双方代理的取引

（3） 利益相反行為を行った場合の書面交付義務
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